
貸　 借 　対 　照　 表
事業者名　にかほガス株式会社

2026年３月31日現在

(単位:千円)

科　 　目 金　 　額 科　 　目 金　 　額

Ⅰ 固定資産  691,675 Ⅰ 固定負債  839,959 

(１) 有形固定資産  588,554 １ 関係会社長期債務  805,200 

１ 製造設備  56,156 ２ その他固定負債  30,133 

２ 供給設備  441,409 ３ 附帯事業固定負債  4,626 

３ 業務設備  74,417 Ⅱ 流動負債  313,404 

４ 附帯事業設備  16,551 １ 1年以内に期限到来の固定負債  4,090 

５ 建設仮勘定  20 ２ 買掛金  21,874 

(２) 無形固定資産  26,430 ３ 未払金  20,561 

(３) 投資その他の資産  76,690 ４ 未払費用  113 

１ 長期前払費用  2,352 ５ 未払法人税等  1,827 

２ 繰延税金資産  53,318 ６ 預り金  2 

３ その他投資  21,019 ７ １年以内に期限到来の関係会社固定負債  193,600 

Ⅱ 流動資産  59,183 ８ 関係会社短期借入金  59,728 

１ 現金及び預金  5,572 ９ 関係会社短期債務  8,979 

２ 売掛金  41,997 10 附帯事業流動負債  2,625 

３ 関係会社売掛金  440  1,153,364 

４ 未収入金  494 純　資　産　の　部

５ 製品  125 Ⅰ 株主資本 △ 402,505

６ 原料  2,294 (１) 資本金  100,000 

７ 貯蔵品  4,966 資本金  100,000 

８ 前払費用  1,292 (２) 利益剰余金 △ 502,505

９ 関係会社短期債権  2 １ その他利益剰余金

10 その他流動資産  100 繰越利益剰余金 △ 502,505

11 附帯事業流動資産  2,072 

12 貸倒引当金 △ 174 △ 402,505

 750,859  750,859 資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

資　産　の　部 負　債　の　部

負 債 合 計



損　 益 　計 　算　 書

事業者名　にかほガス株式会社

2025年４月１日から

2026年３月31日まで

(単位:千円)

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

売上原価    236,574 ガス事業売上高    444,206 

１ 期首たな卸高    311 １ ガス売上    444,206 

２ 当期製品製造原価    237,026  

３ 当期製品自家使用高    639  

４ 期末たな卸高    125  

売上総利益    207,631     

供給販売費及び一般管理費    176,077 

１ 供給販売費    119,216  

２ 一般管理費    56,861  

事業利益    31,554     

営業雑費用    34,625 営業雑収益    35,242 

１ 受注工事費用    8,642 １ 受注工事収益    9,603 

２ その他営業雑費用    25,982 ２ その他営業雑収益    25,639 

附帯事業費用    24,621 附帯事業収益    27,935 

営業利益    35,485     

営業外費用    10,602 営業外収益    841 

１ 支払利息    10,583 １ 受取利息    28 

２ 雑支出    19 ２ 業務受託料    395 

 ３ 補助金収入    200 

 ４ 物品売却益    197 

 ５ 雑収入    19 

経常利益    25,724     

税引前当期純利益    25,724     

法人税等    1,074  

法人税等調整額    5,911  

当期純利益    18,738     

   508,225    508,225 

費　　　　　　　　用 収　　　　　　　　益

合　　　　　計 合　　　　　計



 

個  別  注  記  表 

事業者名 にかほガス株式会社 

2025 年４月 １日から 

2026 年３月 31日まで 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記  

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産 

先入先出法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、主な耐用年数は、導管（供給設備）13 年～22 年である。 

② 無形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

 ソフトウェア     ５ 年 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、重要性が乏しいと認め

られるものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

事業年度末現在の売掛金その他の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

① 都市ガス（一般ガス） 

家庭用・業務用都市ガス（一般ガス）販売における主要な履行義務は、継続的に

ガスの供給を行うことであり、顧客へのガス供給量を基礎として進捗度を見積もり、

当該進捗度に基づき各月の収益を認識している。 

なお、履行義務の充足に係る進捗度は、ガス事業会計規則に従い、検針による顧

客のガス使用量（検針日基準）を基礎として算定している。 

② ＬＰガス 

家庭用・業務用ＬＰガス販売における主要な履行義務は、継続的にガスの供給を

行うことであり、顧客へのガス供給量を基礎として進捗度を見積もり、当該進捗度

に基づき各月の収益を認識している。 



なお、履行義務の充足に係る進捗度は、検針による顧客のガス使用量に、検針日

から決算日までに使用したと見込まれる使用量を見積もり、当該使用量を基礎とし

て算定している。 

③ 機器販売・請負工事・リフォーム工事 

  工事約款、請負工事契約書及び注文書等に基づいて機器の販売及び請負工事につ

いての履行義務を負っている。当該履行義務は、機器の販売については顧客へ引き

渡す一時点において、請負工事については工事の進捗につれ一定の期間にわたり、

顧客が当該機器に対する支配を獲得して充足されると判断し、収益を認識している。

ただし、工期が短いもの及び金額的重要性の低いものについては、顧客の検収によ

る一時点で履行義務が充足されると判断する。 

また、工事のうち一般ガス事業における内管工事については、ガス事業会計規則

に基づき、顧客の検収による一時点で収益を認識している。 

 

(5) その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項 

① グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用している。 

  ② 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

  当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021 年８月 12日）に従

って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

並びに開示を行っている。 

 


